
 

海外駐在員・出張者をめぐる税務のポイント 

1982 年監査法人サンワ東京丸の内事務所（現有限責任監査法人トーマツ）入所。Touche Ross& Co.（現
Deloitte&Touche）デトロイト事務所税務部門へ出向。帰任後、勝島敏明税理士事務所（現税理士法人トーマツ）へ
転籍。1995 年(株)千葉経営計理事務所代表取締役就任。2007 年アクタス税理士法人代表社員就任。国内系およ
び外資系企業への税務サービス、ベンチャー・キャピタルへのアドバイス、ベンチャー企業への株式公開コンサル
ティングに従事。 現在、日本公認会計士協会・租税調査会・国際租税専門部会委員、東京税理士会荒川支部副
支部長を務める。 米国税務修士号（Walsh College）所持者。  

日本企業の海外進出の増加により、海外に駐在する社員、また出張する社員が増加しており
ます。それに伴い、人事労務部門や経理部門といった関連部門において対応すべき税務処理も
増えてまいりました。 
こうした状況を受け、本セミナーでは、経験豊富な専門家が、海外駐在員（赴任者）、出張者

をめぐる税務のポイントを、体系的かつ平易に解説致します。 

講  師 

 

●日 時●  ２０１４年９月４日（木）１３：３０～１６：３０ 

●会 場●  企業研究会セミナールーム（東京：麹町） 

～人事労務部門・経理部門などの関連部門が対応すべき実務のポイントを 

経験豊富な実務家が平易に解説！～ 

 

9/4 

（木） 

１３：３０ 

１．納税者の種類による課税範囲 

（１）基本的考え方 

（２）所得源泉地の判定基準 

（３）所得の種類と課税方法 

（４）国外源泉所得にかかる二重課税問題 

（５）外国税額控除 

２．租税条約 

（１）租税条約と国内法の関係 

（２）租税条約による税の減免 

（３）租税条約の適用と届出書 

３．納税義務者の定義 

（１）居住者と非居住者の定義（所得税法２①） 

（２）居住者の具体的判定基準 

（３）租税条約の二重居住者排除規定      

４．国内源泉所得 

（１）所得税法（国内法）による所得源泉地判定基準 

（２）租税条約による所得源泉地判定基準の変更、その他の影響 

５．確定申告 

（１）出国時の税務手続き 

（２）外国税額控除 

６．海外勤務者と住民税 

（１）出国時／帰国時の住民税 

（２）退職金と住民税 

７．年金通算協定 

（１）海外勤務者の日本における社会保険取扱いの留意事項 

（２）年金通算協定（社会保障協定） 

８．法人税税務調査での否認事例 

（１）海外勤務者の給与負担金の取扱い 

（２）海外出張者に係る経費 

９．源泉税税務調査での否認事例 

１０．相手国での税務上の注意点 

（１）米国   （２）中国 

（３）ベトナム （４）その他 

 

※最新情報を盛り込むため、講演内容の一部を変更する場合がございます。 

※最少催行人数に満たない場合、開催中止となる場合がございます。 

開催にあたって 

141421-0505  海外駐在員・出張者をめぐる税務のポイント 

３２，４００円（本体価格 ３０，０００円） 

税込・資料代含 

１６：３０ 

海外駐在員・出張者をめぐる税務のポイント 

３５，６４０円（本体価格 ３３，０００円） 

■参加要領：申込書はＦＡＸ、または下記担当者宛 E-mailにてお送り下さい。当会ホームページからもお申込み頂けます。 

後日（開催日１週間～１０日前までに）受講票・請求書をお送り致します。 

※よくあるご質問（ＦＡＱ）は当会 HPにてご確認いただけます。（[TOP]→[公開セミナー]→[よくあるご質問]） 

※お申し込み後のキャンセルはお受けいたしかねますので、ご都合が悪くなった場合、代理出席をお願い致します。 

■お申込・お問合わせ先： 企業研究会 公開セミナー事業グループ 担当／川守田 E-mail:kawamorita@bri.or.jp 

 TEL：03-5215-3514 FAX：03-5215-0951  〒102‐0083 東京都千代田区麹町 5-7-2麹町 31ＭＴビル 2Ｆ 
 

アクタス税理士法人 パートナー 千葉哲範 氏 
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